	平成１５年工業統計調査結果報告


	

	１　概　況　（従業者４人以上の事業所）

	 
平成１５年工業統計調査の本県の集計結果は以下のとおりである。（統計表）
事業所数は　３，３６７事業所で、前年に比べて２３事業所（▲０．７％）減少した。 

従業者数は　７万８，０２６人で、前年に比べて１,０５１人（▲１．３％）減少した。 

製造品出荷額等は　１兆７,４７６億円で、前年に比べて６０５億円（３．６％）増加した。 

粗付加価値額は　７,７５４億円で、前年に比べて１億円（０．０％）増加した。 
（調査期日　平成１５年１２月３１日）

 

	（別表１　年次別　事業所数、従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額の推移） 

	 
平成１４年
平成１５年
対前年比
増　減
事業所数
3,390
3,367
▲0.7
▲23
従業者数
　（人）
79,077
78,026
▲1.3
▲1,051
製造品出荷額等
（百万円）
1,687,094
1,747,552
3.6
60,458
粗付加価値額
（百万円）
775,276
775,391
0.0
115


	２．事業所数　（従業者４人以上の事業所）

	事業所数は３，３６７事業所で、前年に比べ２３事業所減（▲０．７％）となり、平成４年から１２年続けて減少した。
 

（１）　産業別

産業別に前年と比べると、増加した業種は、食料品（７事業所増　前年比２．２％増）、　一般機械（７事業所増　同３．１％増）など８業種で、減少した業種は、衣服（１３事業所減　同▲４．４％）、電気機械（８事業所減　同▲９．２％）など１２業種となった。

 

事業所数の最も多い業種は、繊維（６６８事業所　構成比１９．８％）で、以下、精密機械（３３１事業所　同９．８％）、食料品（３１９事業所　同９．５％）、衣服（２８５事業所　同８．５％）の順となっている。 

	（別表５）

	（２）　従業者規模別
従業者規模別に前年と比べると、増加した規模は、４～９人規模（１７事業所増　前年比０．９％増）で、　減少した規模は、従業者１０～１９人規模（２５事業所減　同 ▲３．３％）、３０～９９人規模（７事業所減　同▲１．９％）などとなった。 

	（別表６）

	（３）　市町村別・広域圏別
市町村別に前年と比べると、増加した市町村は、武生市（１１事業所増　前年比 ３．１％増）、松岡町（８事業所増　同 ２５．８％増）など１３市町村で、減少した市町村は、福井市（２１事業所減　同▲２．８％）、鯖江市（１４事業所減　同▲２．４％）など１０市町となった。 
 
広域圏別に前年と比べると、増加したのは、嶺南地区（１事業所増　同０．３％増）で、減少したのは、丹南地区（１０事業所減　同▲０．８％）、福井坂井地区（７事業所減　同▲０．５％）、大野勝山地区（７事業所減　同▲２．８％）となった。

	（市町村別 統計表１）　（広域市町村圏別 統計表１）

	 

３．従業者数　（従業者４人以上の事業所）

	従業者数は７万８，０２６人で、前年に比べ１,０５１人減（▲１．３％）となり、平成４年から１２年続けて減少した。
 
（１）　産業別
産業別に前年と比べると、増加した業種は、窯業・土石（２６７人増　前年比９．４％増）、プラスチック（２２３人増　同５．０％増）、一般機械（１４５人増　同３．７％増）など１０業種で、減少した業種は、食料品（４４１人減　同▲７．２％）、衣服（３５５人減　同▲５．２％）、化学（３５０人減　同▲７．８％）など１４業種となった。 
 

また、従業者数の最も多い業種は、繊維（1万３,０２５人　構成比１６．７％）で、以下、電子・デバイス（９,２６７人　同１１．９％）、衣服（６,４５９人　同８．３％）、精密機械（６,０３９人　同７．７％）、食料品（５,６４８人　同７．２％）の順となっており、この５業種で全体の５１．８％を占めている。

	（別表７）

	従業者数の前年比
 
平成１４年
平成１５年
前年比
増　減
総　数
79,077
78,026
▲1.3
▲1,051
男
45,359
45,003
▲0.8
▲356
女
33,718
33,023
▲2.1
▲695
常用労働者
78,021
76,878
▲1.5
▲1,143
個人・無給家族
1,056
1,148
8.7
92


	 
 

	（２）　従業者規模別
従業者規模別に前年と比べると、増加した規模は、１００～２９９人規模（３０５人増　前年比１．９％増）、３０～９９人規模（３１人増　同０．２％増）などで、減少した規模は、３００人以上規模（８６２人減　同▲５．７％）、１０～１９人規模（３７０人減　同▲３．６％）などとなった。

	（別表８）

	（３）　市町村別・広域圏別
市町村別に前年と比べると、増加した市町村は、敦賀市（５０７人増　前年比１２．５％増）、清水町（３７８人増　同２９．６％増）、あわら市（１８３人増　同５．２％増）など１３市町村で、減少した市町村は、福井市（７８５人減　同　▲４．４％）、鯖江市（５８４人減　同　▲５．３％）、小浜市（２８０人減　同　▲１０．５％）など１５市町村となった。 

広域圏別に前年と比べると、増加したのは、嶺南地区（２０９人増　同２．３％増）のみで、残りすべての地区では減少した。

	（市町村別 統計表１）　（広域市町村圏別 統計表１）

	 
４．製造品出荷額等　（従業者４人以上の事業所）

	製造品出荷額等は１兆７,４７６億円で、前年に比べ６０５億円（３．６％）増加した。
（１）　産業別
産業別に前年と比べると、増加した業種は、化学（２８７億円増　前年比１５．８％増）、　電気機械（１４２億円増　同１０．６％増）、一般機械（１２６億円増　同１５．５％増）などの１３業種で、減少した業種は、衣服（７５億円減　同▲９．５％）、精密機械（４８億円減　同▲５．７％）、繊維（４８億円減　同▲２．５％）など１１業種となった。 

 出荷額等が最も多い業種は、電子・デバイス（ ２,６４１億円　構成比 １５．１％）で、以下、 化学（２，１０６億円　同１２．０％）、繊維（１,８７２億円　同１０．７％）、電気機械（１,４８７億円　同８．５％）、プラスチック（１,１４９億円　同６．６％）の順となっており、この５業種で全体の５２．９％を占めている。

	（別表９）

	（２）　従業者規模別
従業者規模別に前年と比べると、 増加した規模は、１００ ～ ２９９ 人規模 （ ８３７億円増　前年比２０．２％増）、３０～９９人規模 （ ５８億円増　同 １．５％増）で、減少した規模は、１０～１９ 人規模 （１１０億円減　同▲８．５％）、４～９人規模（８１億円減　同▲７．７％）、３００人以上規模（６３億円減　同 ▲１．２％）などとなった。

	（別表１０）

	（３）　市町村別・広域圏別
市町村別に前年と比べると、武生市（２７９億円増　前年比８．２％増）、あわら市（２３１億円増　同２４．４％増）など１４市町村で増加した。 
出荷額等が最も多い市町村は、武生市（３,６８６億円　構成比２１．１％）で、以下、福井市（３,０１３億円　同１７．２％）、鯖江市（１,６０４億円　同９．２％）の順となっており、この３市で全体の４７．５％を占めている。 
 広域圏別に前年と比べると、すべての地区で増加した。 
出荷額等が最も大きい地区は、福井坂井地区（７,９０３億円　構成比４５．２％）で、以下、丹南地区、嶺南地区、大野勝山地区の順となっている。

	（市町村 別統計表１）　（広域市町村圏別 統計表１）

	（４）　産業３類型別
産業３類型別で出荷額等が最も多いのは、加工組立型産業で、以下、基礎素材型、生活関連型の順となっている。

	（別表１２）

	５．粗付加価値額　（従業者４人以上の事業所）

	粗付加価値額は７,７５４億円で、前年に比べ１億円（０．０％）増加した。
 産業別に前年と比べると、増加した業種は、化学（１７４億円増　前年比２１．９％増）、窯業・土石（６１億円増　同１６．４％増）、一般機械（３２億円増　同８．３％増）など１０業種で、減少した業種は、電子・デバイス（１１０億円減　同▲１０．０％）、衣服（４９億円減　同▲１４．０％）、プラスチック（４３億円減　同▲６．３％）、精密機械（３８億円減　同▲９．４％）など１４業種となった。

なお、粗付加価値率は、４４．４％となり、前年より１．６ポイント下降した。

 ※　粗付加価値率＝（粗付加価値額／製造品出荷額等）×１００

	（別表１３）

	６．付加価値額　（従業者３０人以上の事業所）

	付加価値額は５,４５０億円で、前年に比べ１８６億円（３．５％）増加した。
産業別に前年と比べると、増加した業種は、化学（ ２１５億円増　前年比 ３５．０％増）、窯業・土石（１０６億円増　同 ６８．６％増）などの９業種で、減少した業種は、電子・デバイス（７７億円減　同▲８．８％）、プラスチック（５３億円減　同▲９．３％）、衣服（４４億円減　同▲１７．９％）など１０業種となった。

なお、従業者１人１か月当たりの付加価値額は９１万円で、前年より４万円の増加となった。
また、付加価値率は、３８．９％となり、前年より１．２ポイント下回った。

※付加価値率＝付加価値額／｛生産額－（内国消費税額＋推計消費税額）｝×１００

	（別表１４） （中分類別８）

	７．原材料使用額等　（従業者４人以上の事業所）

	原材料使用額等は９，３９５億円で、前年に比べ６１８億円（７．０％）増加した。
産業別に前年と比べると、増加した業種は、電子・デバイス（１９４億円増　前年比１３．６％増）、　電気機械（１６１億円増　同 ２０．９％増）など１３業種で、減少した業種は、衣服（ ２４億円減　同 ▲５．６％）、窯業・土石（２１億円減　同▲５．８％）、繊維（１９億円減　同▲２．３％）など１１業種となった。
また、従業者３０人以上の事業所の原材料使用額等は７,９１７億円となった。
内訳は、原材料費６,６４０億円（構成比８３．９％）、燃料費１５１億円　（同１．９％）、電力料２７７億円（同３．５％）、委託生産費８４９億円（同１０．７％）となっている。 
なお、従業者３０人以上の事業所の原材料率は ５６．５％となり、前年より１．８ポイント上回った。

※　原材料率＝原材料使用額等／｛生産額－（内国消費税額＋推計消費税額）｝×１００

	（別表１５）　（中分類別７）　（中分類別８）

	８．現金給与総額　（従業者４人以上の事業所）

	現金給与総額は２，９７８億円で、前年に比べ９９億円（▲３．２％）減少した。
産業別に前年と比べると、増加した業種は、化学（１６億円増　前年比７．１％増）、窯業・土石（１１億円増　同 ８．４％増）、輸送機械（５億円増　同 ６．４％増）など１１業種で、減少した業種は、木材（２６億円減　同▲３２．３％）、繊維（２０億円減　同▲４．３％）、精密機械（１８億円減　同▲８．６％）など１３業種となった。

	（別表１６）

	９．製造品等在庫額　（従業者３０人以上の事業所）

	年末在庫額は１,４９７億円で、前年に比べ２２億円（▲１．４％）減少した。
在庫額が最も多い業種は、化学（２５７億円　構成比１７．２％）で、以下、電子・デバイス（１８４億円　同１２．３％）、プラスチック（１２６億円　同８．４％）、非鉄金属（１１６億円　同７．７％）の順となっている。
なお、在庫率は、１０．７％となり、前年より０．９ポイント下回った。

※　在庫率＝年末在庫額／｛生産額－（内国消費税額＋推計消費税額）｝×１００

	（別表１７）　（別表１８）

	１０．有形固定資産投資額　（従業者３０人以上の事業所）

	有形固定資産投資額は５２７億円で、前年に比べ７７億円（▲１２．７％）減少した。
産業別に前年と比べると、増加した業種は、非鉄金属（２６億円増　前年比　１４６．８％増）、金属（１５億円増　同１４１．６％増）、情報通信機械（１３億円増　同４８５．２％増）などの５業種で、減少した業種は、プラスチック（３８億円減　同 ▲５６．３％）、電子・デバイス（３３億円減　同 ▲２１．３％）、窯業・土石（１６億円減　同▲３５．７％）など、１４業種となった。

	（別表１９）

	１１．工業用地　（従業者３０人以上の事業所）

	工業用地敷地面積は１,２５９万㎡で、前年に比べ１３万㎡（１．０％）増加した。
１事業所当たりでみると２５,９６５㎡で、前年に比べ７８５㎡増加した。
敷地面積が最も大きい業種は、繊維（２４３万㎡　構成比　１９．３％）で、以下、化学（２１５万㎡　同１７．０％）、非鉄金属（１３０万㎡　同１０．３％）、電気機械（９８万㎡　同７．８％）の順となっている。

	（用地・用水統計表１）

	敷地面積および建築面積の前年比　(従業者３０人以上の事業所) 
　[単位：％、㎡]


	 
平成１４年
平成１５年
前年比
１事業所
当たり
事業所数
495
485
－
－
敷地面積
12,464,017
12,593,105
1.0
25,965
建築面積
3,379,623
3,385,631
0.2
6,981
延べ建築面積
4,647,220
4,670,375
0.5
9,630


	 

１２．工業用水　（従業者３０人以上の事業所）

	工業用水の1日当たりの使用量は８４万ｍ3で、前年に比べ３万ｍ3増加した。
１日当たりの水源別水量では、回収水（４７万ｍ3　構成比５６．４％）が最も多く、以下、井戸水（２７万ｍ3　同３２．１％）、工業用水道（６万ｍ3　同７．１％）の順となっている。

１日当たりの用途別水量では、冷却用水・温調用水（６３万ｍ3　構成比 ７５．７％）が最も多く、以下、製品処理・洗じょう用水（１６万ｍ3　同１８．８％）、その他（２万ｍ3　同２．９％）の順となっている。

１事業所当たりでは、およそ０．１７３万ｍ3と前年を０．０１万ｍ3上回った。

	（別表２１）　（別表２２）　（別表２３）

	１３．特産工業品　（従業者４人以上の事業所）

	本県の特産工業品として、「絹・人絹織物」、「細幅織物」、「洋紙・和紙・ふすま紙」、「打刃物」、「眼鏡・眼鏡枠」、「漆器」の６品目を集計した。
  なお、事業所において異なった種類の品目を製造あるいは賃加工している場合は、それぞれ該当事業所数に計上し、「延事業所数」として示したため、産業中・細分類別統計表の数値とは一致しない。
※　特産工業品目を見直し、それぞれ該当する品目コード上位４桁にて集計

	（別表２４）

	特産工業品別、延事業所数、出荷額等の前年比
 [単位：百万円、％]


	 
延事業所数
出荷額等
１４年
１５年
前年比
１４年
１５年
前年比
絹・人絹織物
269
267
▲0.7
44,477
42,563
▲4.3
細幅織物
118
124
5.1
15,810
16,799
6.3
洋紙・和紙・ふすま紙
60
58
▲3.3
7,333
6,681
▲8.9
打刃物
17
15
▲11.8
527
457
▲13.3
眼鏡・眼鏡枠
416
405
▲2.6
83,007
77,908
▲6.1
漆　器
110
105
▲4.5
5,927
5,388
▲9.1
合　計
990
974
▲1.6
157,081
149,797
▲4.6
（注： 出荷額等 ＝ 製造品出荷額 と 加工賃収入額 の計）

	特産工業品別、出荷額等の推移
[単位：億円]


	 
９年
１０年
１１年
１２年
１３年
１４年
１５年
絹・人絹織物
593
493
603
572
527
445
426
細幅織物
195
180
165
169
160
158
168
洋紙・和紙・ふすま紙
74
58
65
66
60
73
67
打刃物
8
6
6
6
5
5
5
眼鏡・眼鏡枠
1,002
1,090
1,125
1,174
977
830
779
漆　器
118
85
97
90
61
59
54
合　計
1,988
1,912
2,060
2,076
1,790
1,571
1,498
（注： 出荷額等 ＝ 製造品出荷額 と 加工賃収入額 の計）


